
(単位：円)

科目

固定資産 ( 25,388,979,626 ) ( 26,123,250,143 ) ( △ 734,270,517 )

有形固定資産 < 13,719,330,022 > < 14,321,742,719 > < △ 602,412,697 >

土地 3,237,223,293 3,237,223,293 0

建物 7,394,746,484 7,915,707,300 △ 520,960,816

構築物 517,931,362 573,611,885 △ 55,680,523

教育研究用機器備品 670,812,475 640,849,161 29,963,314

管理用機器備品 35,241,763 23,239,845 12,001,918

図書 1,801,102,246 1,915,407,021 △ 114,304,775

車両 19,604,299 15,704,214 3,900,085

建設仮勘定 42,668,100 0 42,668,100

特定資産 < 6,808,605,256 > < 6,364,425,256 > < 444,180,000 >

第２号基本金引当特定資産 2,245,000,000 1,887,000,000 358,000,000

第３号基本金引当特定資産 524,605,256 521,025,256 3,580,000

退職給与引当特定資産 1,785,000,000 1,882,400,000 △ 97,400,000

減価償却引当特定資産 2,254,000,000 2,074,000,000 180,000,000

その他の固定資産 < 4,861,044,348 > < 5,437,082,168 > < △ 576,037,820 >

電話加入権 4,002,839 4,002,839 0

ソフトウェア 7,050,240 3,650,832 3,399,408

有価証券 4,841,012,789 5,420,450,017 △ 579,437,228

保証金 8,978,480 8,978,480 0

流動資産 ( 4,743,755,829 ) ( 3,660,909,736 ) ( 1,082,846,093 )

現金預金 3,961,022,063 3,181,125,953 779,896,110

未収入金 195,908,960 273,770,638 △ 77,861,678

短期貸付金 130,000 0 130,000

有価証券 575,857,228 199,970,000 375,887,228

仮払金 0 560,367 △ 560,367

前払金 10,837,578 5,482,778 5,354,800

資産の部合計 30,132,735,455 29,784,159,879 348,575,576

科目

固定負債 ( 2,068,504,562 ) ( 2,141,544,999 ) ( △ 73,040,437 )

長期借入金 190,000,000 210,000,000 △ 20,000,000

長期未払金 83,086,520 48,274,460 34,812,060

退職給与引当金 1,795,418,042 1,883,270,539 △ 87,852,497

流動負債 ( 1,148,767,702 ) ( 1,096,538,943 ) ( 52,228,759 )

短期借入金 20,000,000 20,000,000 0

未払金 100,840,454 85,667,632 15,172,822

前受金 908,650,000 864,375,000 44,275,000

預り金 119,277,248 126,496,311 △ 7,219,063

負債の部合計 3,217,272,264 3,238,083,942 △ 20,811,678

純資産の部

科目

基本金 ( 29,716,214,237 ) ( 29,395,197,357 ) ( 321,016,880 )

第１号基本金 26,568,608,981 26,609,172,101 △ 40,563,120

第２号基本金 2,245,000,000 1,887,000,000 358,000,000

第３号基本金 524,605,256 521,025,256 3,580,000

第４号基本金 378,000,000 378,000,000 0

繰越収支差額 ( △ 2,800,751,046 ) ( △ 2,849,121,420 ) ( 48,370,374 )

翌年度繰越収支差額 △ 2,800,751,046 △ 2,849,121,420 48,370,374

純資産の部合計 26,915,463,191 26,546,075,937 369,387,254

負債及び純資産の部合計 30,132,735,455 29,784,159,879 348,575,576

貸　借　対　照　表
平成31年 3月31日

資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

本年度末 前年度末 増　　減

負債の部

本年度末 前年度末 増　　減



(注記) 

１．重要な会計方針 

(1)引当金の計上基準 
徴収不能引当金

･･･未収入金の徴収不能に備えるため、徴収不能引当金を計上している。大学の当年度末未収入金については、徴

収が確実のため引当金を計上しない。高校の当年度末未収入金については、徴収が見込まれないことから全額

を徴収不能額とし、引当金を計上しない。
退職給与引当金

･･･大学教職員に係る退職金の支給に備えるため、(公)私立大学退職金財団への加入資格のあるものについては、退

職による期末要支給額 857,286,146 円の 100％を基にして、同団体に対する掛金の累積額と交付金の累積額と

の繰入調整額を加減した金額を計上している。高等学校教職員に係る退職金の支給に備えるため、(公)宮城県退

職金社団への加入資格のあるものについては、退職による期末要支給額 497,423,390 円から同団体よりの給付

金相当額を控除した金額の 100％を計上している。なお、上記団体への加入資格のないものについては、退職

による期末要支給額 22,874,734 円の 100％を計上している。 
(2)その他の重要な会計方針 

有価証券の評価基準及び評価方法

 ･･･移動平均法に基づく原価法である。

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

･･･仮払金・立替金・預り金・仮受金に係る収入と支出は相殺して表示している。

２．重要な会計方針の変更等 

図書の資産計上基準

従来、学術雑誌については図書として固定資産計上していたが、当該事業年度より出版物として費用計上することと

変更した。この変更は「学校法人東北工業大学における図書資料の取扱要領」を制定したことに伴うものである。この

結果、従来の基準と比較して、図書支出は 3,191,722 円減少し、出版物費支出は 3,191,722 円増加、また、学術雑誌に

係る過年度の資産計上額 109,101,267 円を図書処分差額へ計上した。 

３．減価償却額の累計額の合計額 13,166,494,600 円

４．徴収不能引当金の合計額 0 円

５．担保に供されている資産の種類及び額      なし 

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額   328,268,720 円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策 

 第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。 

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項 

(1)有価証券の時価情報 
①総括表  (単位:円) 

当年度(平成 31 年 3 月 31 日)
貸借対照表計上額 時  価 差  額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 2,198,975,273 2,254,970,000 55,994,727 
（うち満期保有目的の債券） (2,198,975,273) (2,254,970,000) (55,994,727) 
時価が貸借対照表計上額を超えないもの 3,900,200,000 3,289,122,000 △611,078,000
（うち満期保有目的の債券） (3,900,200,000) (3,289,122,000) (△611,078,000)

合 計 6,099,175,273 5,544,092,000 △555,083,273
（うち満期保有目的の債券） (6,099,175,273) (5,544,092,000) (△555,083,273)

時価のない有価証券 10,000,000 
有価証券合計 6,109,175,273 

②明細表 (単位:円) 

種 類
当年度(平成 31 年 3 月 31 日)

貸借対照表計上額 時  価 差  額 

債券 6,099,175,273 5,544,092,000 △555,083,273
合 計 6,099,175,273 5,544,092,000 △555,083,273

時価のない有価証券 10,000,000 
有価証券合計 6,109,175,273 

（注）時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格によっている。

(2)デリバティブ取引  なし



(3)学校法人の出資による会社に係る事項

当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

①名称及び事業内容

株式会社 ユニパル

図書・出版物・文房具・事務用品・OA 機器及びその周辺機器の販売、食堂及び売店の経営、土木建築工事等建設

工事の設計、施工及び監理並びにコンサルティング業務、損害保険代理店の業務、警備業、清掃業、その他

②資本金の額 20,000,000 円（20,000 株） 
③学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式等の入手日

昭和 42 年 10 月 1 日 2,500,000 円 5,000 株 
昭和 63 年  6 月 1 日  2,500,000 円 5,000 株 
平成元年  6 月 1 日 5,000,000 円 10,000 株 

合  計  10,000,000 円 20,000 株  100％ 
(単位：円) 

期首残高 資金支出等 資金収入等 期末残高

当 該 会 社 へ の 出 資 金 等 10,000,000 0 0 10,000,000 
※ ②資本金の額 20,000,000 円と③出資金額 10,000,000 円の相違は、株式会社ユニパルが行った無償増資を

当該学校法人が引き受けたことによるものである。

④当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

(単位：円) 

当 該 会 社 か ら の 受 入 額
配 当 金 2,000,000 寄 附 金 2,000,000 
賃 貸 料 564,000 

当 該 会 社 へ の 支 払 額

消 耗 品 費 44,920,644 指 導 助 成 費 217,505 
光 熱 水 費 14,117,299 受 託 助 成 費 1,976,543 
印 刷 製 本 費 23,053,498 委 託 費 129,330,281 
通 信 費 4,471,790 雑 費 2,482,694 
出 版 物 費 217,500 建 物 19,045,400 
支 払 修 繕 料 124,205,268 構 築 物 1,215,000 
損 害 保 険 料 1,000 教 研 機 器 備 品 16,718,079 
賃 借 料 70,802 管 理 機 器 備 品 2,958,188 
公 租 公 課 433,500 前 期 末 未 払 金 54,086 
保 健 厚 生 費 256,941 計 385,746,018 

⑤当該会社の債務に係る保証債務  学校法人は当該会社について債務保証を行っていない。

(4)所有権移転外ファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行なっている所有権移転外ファイナンス・リースは次のとおり

である。

①平成 21 年 4 月 1 日以降に開始したリース取引  (単位：円) 

リース物件の種類 リース料総額
未経過リース料

期末残高

教育研究用機器備品 42,465,888 14,200,896 
管理用機器備品 4,712,580 2,136,780 

②平成 21 年 3 月 31 日以前に開始したリース取引  なし

(5)今年度の東日本大震災（平成 23 年 3 月 11 日）に対する補助金額とその対象額は以下のとおりである。

(高校) 補助金交付元：宮城県 (単位：円) 
区 分 科 目 減免対象額 減免額(全額) 補助金額(※) 

10 割減免者 

授業料

施設設備費

入学金

10,019,550 
9,865,550 

250,000 

10,019,550 
9,865,550 

250,000 

10,019,550 
9,865,550 

250,000 
計 20,135,100 20,135,100 20,135,100 

区  分 科   目 減免対象額 減免額(1/2 額) 限度額 補助金額(※) 

半額減免者

授業料

施設設備費

入学金 

14,624,750 
15,897,000 

700,000 

7,312,375 
7,948,500 
  350,000 

7,312,375 
6,904,695  

350,000 

7,312,375 
6,904,695  

350,000 
計 31,221,750 15,610,875 14,567,070 14,567,070 

※補助金額欄の 10 割減免額と半額減免限度額を各々千円未満切り捨てにした金額の合計額 34,702,000 円が

補助金交付額である。なお、補助対象額の会計処理は以下のとおりである。

借方科目 貸方科目

授業料等の減免時 学生生徒等納付金収入 未収入金

地方公共団体補助金の受領時 現金預金 地方公共団体補助金収入

(6)後発事象  該当なし
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